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日頃より山形県立米沢栄養大学の地域連携・研究推進活動に対し、深いご理解と多大なる

ご支援・ご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

本学は、山形県初の管理栄養士養成校として平成 26 年４月の開学以来、県民の健康で豊か

な暮らしの実現に寄与できる栄養に関する高度な専門知識と技術を身につけた人材の育成に

務め、病院、福祉施設、行政機関、学校、研究所、企業など多様な場に送り出しております。 

それと同時に、本学では、地域が抱える食と関連する健康課題を明確にし、その解決を図

るための地域貢献活動の拠点として、全教員で構成する「地域連携・研究推進センター」を

設置し、本学の特色である「栄養と健康の研究に関するシンクタンク機能」と「栄養に携わ

る者等のリスキリングにも対応した生涯学習の拠点機能」を活かしながら、様々な事業を推

進してまいりました。 

この度「令和６年度地域連携・研究推進センター活動報告書」を作成いたしましたので、

ご高覧いただければ幸甚です。 

地域連携事業の分野では、新たな取り組みとして、かわにしオーガニックビレッジ推進協

議会との連携では、学生が紅大豆の調理特性の調査やコンセプトづくりから取組み、豆菓子

を開発しました。この他、尾花沢市との連携による「食育 SAT システムを利用した食事バラ

ンス診断」にも着手しました。 

前年度からの継続事業としては、県と連携した「減塩・ベジアッププロジェクト」では、手

軽に減塩・ベジアップできる環境づくりを目指し、学生が啓発動画の作成に取り組みました。

また、県立病院との連携による「減塩（一食の食塩相当量２ｇ以下）でも美味しく食べられ

る献立の立案及び提供」、山形県コロニー協会との連携による「利用者の栄養改善を目的とし

た栄養指導」、米沢市との連携による「食育 SAT システムを利用した食事バランス診断」、米

沢市からの受託事業「企業を対象とした適塩教室」など、様々な事業を行うことができまし

た。 

公開講座の分野においては、栄養大シリーズ公開講座では、「調理の際の食中毒及び感染症

予防について」、リカレント講座では、「傷病者に対する栄養状態の評価方法～GLIM 基準の活

用を中心に～」、保健医療大学との共催公開講座では、「脳と体が超回復する地元食材と運動」

を実施しました。 

「地域連携・研究推進センター」では、今後も本学が地域の発展に貢献できるよう、その

推進役としての役割を果たしていきたいと考えております。引き続きご支援ご協力を賜りま

すようよろしくお願い申し上げます。                  

 

 令和７年 11 月 
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【【設設置置のの趣趣旨旨】】  
山形県立米沢栄養大学は、地域社会が抱える諸課題について栄養や健康の視点か

ら発見と解決を図るため、栄養や健康の専門家である本学教員が地域に密着した健

康づくり活動や栄養指導、各種研究・開発事業等を組織的に展開し、大学が持つ知的

資源の地域への還元と研究水準の向上を目的とし、平成 26 年４月の開学と同時に、

「地域連携・研究推進センター」を設置した。 

 

【【主主なな機機能能】】  

○栄養と健康の研究に関するシンクタンク機能 

栄養と健康に関し、大学の有する知識や技術を活用し、行政や県内の関係機関と

共同して実践的な研究を行い、その成果に基づき、県民の健康で豊かな暮らしの実

現に貢献する。 
 

○栄養に携わる者等に対する生涯学習の拠点機能 

栄養に携わる者や関連の職種に従事する者に対する学習機会の提供や、公開講座

やシンポジウムの開催による情報発信等を行い、地域の栄養教育に関する生涯学習

の拠点とする。 
【【組組織織体体制制・・運運営営】】   

〇センターの構成員は 、健康栄養学部に所属する全教員及び事務局職員とする。 

構 成 員 役 割 

センター長 

（学部長が兼務） 
センター業務の総括 

副センター長 

（学部に所属する教員１名）  
センター業務の総括補佐 

センター運営委員 

（学部に所属する教員３名と事務局次長）
センターの運営管理 

センター研究員 

（学部に所属する全教員） 
地域貢献事業や研究開発事業の実施 

事務局  

（大学事務局職員（兼務）） 
事業のコーディネート及び庶務業務 

 
〇 地域連携･研究推進センター運営委員会を設置し、事業計画や運営のあり方等を審

議し、適切な運営を図っている。 

 

〇 運営委員会の構成員は、センター長、副センター長、センター運営委員（学部に所

属する教員３名、事務局次長）及び大学事務局職員（兼務）２名とし、原則として月

１回開催している。 
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【【事事業業概概要要】】  

 

○相談受付（直近５年間） 

栄養や健康に関する相談窓口を設置し、各種相談の受付を実施している。 

件 数 

年 度 
総数 

受付方法内訳 

来学 電話 メール その他 

令和２年度 20 8 11 1 

令和３年度 24 7 3 9 5

令和４年度 19 8 6 3 2

令和５年度 27 5 9 12 1

令和６年度 31 3 12 15 1

 

 

○出前講座（直近５年間） 

  栄養関係者が主催する研修会、地域住民が主催する講演会及び学校（小中高）の

講演会等に教員を派遣し、講演を実施している。 

件 数 

年 度 
総数 

派遣先内訳 

行政 学校 団体 企業 その他 

令和２年度 38 15 15 7 1 

令和３年度 47 22 18 5 2 

令和４年度 39 24 6 6 3 

令和５年度 37 17 9 9 2 

令和６年度 40 17 10 10 2 1
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○公開講座 

  広く大学の門戸を開き、栄養及び健康に関し、本学の有する知識や技術を提供

し、地域貢献に資することを目的として、住民向けの公開講座や栄養関係者のリカ

レント講座を実施している。 

開催日時 
テーマ・演題 

対象 
参加 

人数 講師等 

令和６年 

７月７日（日） 

対面 

調理の際の食中毒および感染症予防について 

一般 29 名 
講師 南 育子 

※米沢栄養大学シリーズ公開講座 

令和６年 

10 月５日（土） 

対面・オンライン 

脳と身体が超回復する地元食材と運動 

一般 48 名 
教授 加藤 守匡 

※山形県立保健医療大学との共催公開講座

令和６年 

11 月１日（金）～ 

11 月 30 日 

オンライン 

（期間限定配信） 

傷病者に対する栄養状態の評価方法 

～GLIM 基準の活用を中心に～ 栄養士 

及び 

一般 

33 名 
教授 小原 仁 

※米沢栄養大学リカレント講座 

 

○地域連携事業（直近５年間） 

本学が持つ知的資源の地域への還元と研究水準の向上を目的とし、地域に密着し

た健康づくり活動や栄養指導、各種研究・開発事業等を組織的に展開している。 

＜連携機関別・事業実施件数＞ 

件数 

 

年度 

総数 

連携機関内訳 

山形県 市町村
商工観光

団体 
健康づくり

関係団体

農  業  
関係団体 

他大学

高校等 その他

令和２年度 
10 

(3) 

3

(2)

3 1   3

(1)

令和３年度 
13 

(4) 

3

(2)

3

(1)

1   6

(1)

令和４年度 
14 

(5) 

3

(2)

5

(1)

 2 4

(2)

令和５年度 
16 

(6) 

3

(2)

5

(2)

1   7

(2)

令和６年度 
12 

(5) 

3

(2)

4

(1)

  5

(2)

注：（ ）は前年度からの継続事業件数で内書き 
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＜内容別・事業実施件数＞ 

件数 

 

年度 

総数 

内容内訳 

イベント

の共催 

アイディア

の提案 
協議会の

設 置 

事業の

受 託 

学術的

な助言 
その他 

令和２年度 
10 

(3) 

1 2 3

(2)

 4

(1)

令和３年度 
13 

(4) 

2 5 3

(3)

1 2

(1)

令和４年度 
14 

(5) 

3 4

(1)

5

(3)

 2

(1)

令和５年度 
16 

(6) 

6

(1)

4

(1)

3

(3)

1 2

(1)

令和６年度 
12 

(5) 

4 3

(1)

3

(3)

 2

(1)

注：（ ）は前年度からの継続事業件数で内書き 

事業の受託に、教員個人の受託研究は含んでいない 

 

 

○共同研究事業 

  栄養及び健康についての地域貢献に資するとともに研究機能の強化を図るため、

本学教員が研究代表者となり、外部機関との共同による研究を実施している。  

年 度 
番 

号 
研究課題名 研究代表者 

令和６年度 

１ 
「みどりの食料システム戦略」の実現に向けて消費

者の意識変化を推進するための実践的取り組み 
北林 蒔子 

２ 抹消神経再生における抗体医薬の可能性の検索 船木 智 
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山山形形県県立立病病院院栄栄養養管管理理部部門門ととのの連連携携事事業業  

““学学生生ココララボボ・・おおいいししいい減減塩塩メメニニュューー””  

  

 鈴鈴 木木 美美 穂穂  

  

担当教員 ： 小原仁、鈴木美穂 

連携機関 ：山形県立病院栄養管理部門 

参加学生 ： ３年生（９期生）25 名 

 

１１．．ははじじめめにに  

本学の学生と、山形県立病院の栄養管理部門が連携し、「一食あたり食塩相当量２g未満」

であっても美味しく食べられる減塩献立を考案し、県立４病院の入院患者様に提供した。さ

らに、県民の皆様にも減塩に取り組んでいただけるよう、家庭でも実践可能な「山形おすす

めレシピ」を作成し、各所属のホームページに掲載した。 

 

２２．．実実施施計計画画  

【実施日】令和６年９月 26 日（木） 昼食     

【テーマ】豚肉を使った中華料理 

【栄養価】エネルギー600kcal 塩分２g未満 

【内容】 主食（精白米 70g＊米飯 160g）１品・主菜１品・副菜２品（汁以外） 

     デザートは付けない 

【その他】○温配膳、冷配膳が均等数となるように配慮する。 

     ○大量調理である事に配慮する。 

     ○提出する献立に、班名、献立全体の写真、献立、１食あたりの栄養価と金額、

１品ごとの料理名・写真・材料・作り方も記載する。 

     ○病院で提供をすること（大量調理、コスト管理）に留意する。 

 

３３..  情情報報のの発発信信  

 情報発信については、レシピを提供した各施設が自施設のホームページなどを通じて行

った。また、「山形おすすめレシピ」は、県立病院においては栄養食事指導や減塩教室、人

間ドックの場面で活用されており、本学では、学外で実施する減塩教室など地域向けの活動

において活用された。これにより、病院内外のさまざまな場面で減塩の啓発が進められてい

る。 

 

４４．．実実施施ススケケジジュューールル  

４月上旬  ：オリエンテーションで学生コラボ減塩メニューの条件を提示して募集 

５月上旬 ：大学担当者が提出された献立を確認し、４班に分け主菜や副菜等コラボやブ 

ラッシュアップを指導。学生が班ごとに献立を作成した。 
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５月中旬 ：学内試作 

６月上旬 ：試作後、修正した献立を病院へ提出した。 

６月中旬   ：提出された学生のメニューに対しては、県立病院の管理栄養士から指導コメン

トが返却された。その内容をもとに、大学担当者が学生へフィードバックを行

い、各献立のブラッシュアップを指導した。学生たちは試作会に向けて、メニ

ューの改善・修正に取り組み、より実践的かつ栄養的に優れた内容へと仕上げ

た。  

６月 29 日（土）: 選考会 

大学を会場として、各グループが考案した減塩メニューのプレゼンテーション

を行い、県立病院の栄養管理部門の担当者が試食および講評を行った。学生た

ちは、自身の提案した献立の工夫点や栄養的配慮について発表し、実際の医療

現場の視点からの意見やアドバイスを受ける貴重な機会となった。 

   

調理の様子                選考会 

 

提供された各班の献立 

 

  中華薫るカラフル献立 赤！黄！緑！彩中華  
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9 月 26 日（木）：病院で減塩メニューの提供 

県立中央病院・こころの医療センター・河北病院において、各２名の学生

が実習に参加し、各施設の厨房において盛り付け作業やミールラウンド

を体験した。病院給食の提供現場に直接関わることで、食事サービスの実

際や患者対応の重要性について理解を深める貴重な機会となった。 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

広豚献立 和を感じるさっぱり中華御膳 

彩りあふれる中華定食！ 

病棟訪問の様子 盛り付け作業 
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当日提供されたメニュー 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

軟菜食や嚥下食でも提供されました。 

 
                         

主食  ：桜えびと生姜のごはん 

主菜  ：小松菜の青椒肉絲 

副菜 1：茄子の中華和え 

副菜 2：イカと玉ねぎの甘酢漬け 

（こころの医療センター） 

常食 

軟菜食 嚥下食 
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山山形形県県立立病病院院栄栄養養管管理理部部門門ととのの連連携携事事業業（（臨臨床床研研究究））  

  

  小小 原原   仁仁  

 

実施期間：令和６年５月７日～令和７年３月５日 

担当教員：小原仁、鈴木美穂 

連携機関：県立４病院 

  

１１．．ははじじめめにに  

県立病院栄養管理部門との連携事業（県病連携）の一環として臨床研究事業を実施してい

る。県立４病院の管理栄養士が、調査研究や論文作成の手法を学び、臨床現場で実践してい

る業務の課題や気づきを可視化し、エビデンスを構築することにより、病院管理栄養士業務

の質を向上する。一方、本学教員は、課題の探求等の取組みをとおして、臨床業務の現状を

把握し、情報を共有する機会とする。令和４年度から始まり、１つのテーマに対して４年間

継続して実施する取り組みである。令和５年度までは、調査研究や論文作成の基本的なこと

について、本学担当教員が講師となり、月１回 Web 研修を実施し、県立４病院の管理栄養

士が受講した。令和６年度からは、論文作成に向けた文献収集やデータ分析などを中心に活

動した。また、本学の担当教員が各病院を訪問し、病院ごとの特性をとらえた研究課題の検

討や学会発表に向けたアドバイスを実施するとともに、病院管理栄養士は学会発表を積極

的に実施した。 

  

２２．．活活動動実実績績  

（（１１））ワワーーキキンンググ会会議議のの開開催催  

第１回ワーキング会議（５月７日） 

・令和５年度の実績について 

・令和６年度の事業計画について 

・論文作成に向けた取組みについて 

第２回ワーキング会議（８月５日） 

・令和６年度の事業計画について 

・令和７年度の事業計画・予算要求について 

第３回ワーキング会議（12 月６日） 

・日本病態栄養学会 プレ発表 

・日本栄養治療学会 プレ発表 

・論文作成（減塩メニュー提供）の経過報告 

第４回ワーキング会議（３月５日） 

・論文作成における論文検索サイトを使用した文献検索の演習 

・日本病態栄養学会 事後発表 

・次年度の論文執筆（減塩メニュー提供）について 
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・令和７年度の取り組みについて 

 

（（２２））各各病病院院へへのの訪訪問問  

山形県立新庄病院（６月３日） 

山形県立河北病院（６月３日） 

山形県立こころの医療センター（６月 14 日） 

山形県立中央病院（６月 21 日） 

  

（（３３））学学会会発発表表  

第 19 回山形 NST 研究会学術集会（８月 24 日） 

・山形県立病院・米沢栄養大学連携事業「バランス・減塩・地産地消メニューの提供事

業」について(第二報)、発表者：山形県立中央病院 鈴木亜紗美 

第 28 回日本病態栄養学会年次学術集会（１月 18 日） 

・山形県立病院・米沢栄養大学連携事業 [バランス・減塩・地産地消メニューの提供事

業」について(第二報)、発表者：山形県立新庄病院 佐藤彩乃 

第 28 回日本病態栄養学会年次学術集会（１月 18 日） 

・高度急性期病院の特定集中治療室における早期栄養介入管理導入４年目の評価 

発表者：山形県立米沢栄養大学 小原仁  

第 40 回日本栄養治療学会学術集会（２月 14 日） 

・当院における早期栄養介入管理加算算定の取り組み 

 発表者：山形県立中央病院 引地祥平  

  

  

  

  

  

  

  

第 28 回日本病態栄養学会年次学術集会 

  

（（４４））論論文文作作成成  

 令和６年度は、表題、緒言および方法を検討した。表題は「山形県における県立病院と

県立大学の連携によるバランス・減塩・地産地消メニュー提供事業の効果の検討」とした。

研究目的は「管理栄養士養成校学生、病院管理栄養士および入院患者に対するアンケート

結果を基に、本事業の実施が関係者に及ぼす影響を検討する」とした。また、アンケート

調査の内容や方法についても検討した。 
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  山山形形県県ココロロニニーー協協会会ととのの連連携携事事業業  

  

鈴鈴 木木 美美 穂穂  

 

実施日時：令和７年２月 12 日（水）11：20～15：15 

担当教員：鈴木美穂、岸睦朗 

連携機関：社会福祉法人山形コロニー協会 

実施場所：山形コロニー就労サポートセンター 

対 象 者：就労移行支援事業所利用者 20 名、職員６名 

 

１１．．実実施施目目的的  

就労移行支援事業「山形コロニー就労サポートセンター」利用者が、健康的な食生活を

実践できるよう、基礎的な栄養知識の習得と行動変容を目的とした。 
 

２２．．実実施施内内容容  

（（１１））学学生生にによよるる食食事事教教育育（（講講義義形形式式・・3300 分分））  

栄養素の基本、食品群の分類、１日分の理想的な食事構成などを中心に、スライドを

用いて講義を行った。参加者の理解を深めるため、クイズ形式のやり取りも取り入れた。 

 

（（２２））体体験験型型食食育育：：食食育育 SSAATT のの活活用用 

食品サンプルを用い、実際の食事を想定して「主食・主菜・副菜・乳製品・果物」の

組み合わせを自分で考えるワークを実施。視覚的・体感的にバランスの重要性を学んだ。 

 

（（３３））食食育育にに関関すするる映映画画鑑鑑賞賞  

食育に関する映画を上映し、食事と健康の関係性についての理解を深めた。 

 

（（４４））管管理理栄栄養養士士にによよるる個個別別栄栄養養相相談談  

一人ひとりの食生活をヒアリングし、改善点や取り組みやすい工夫についてアドバ

イスを実施。特にコンビニ食や外食中心の方には、選び方のポイントを具体的に説明し

た。 

 
３３..  食食育育講講座座のの学学生生のの意意見見・・感感想想とと振振りり返返りり 

参加者の多くから「わかりやすかった」「自分の食事を振り返る機会になった」と

いった前向きな声が寄せられた。学生にとっても、支援を必要とする方々への教育的

アプローチや、実践的な栄養指導技術を学ぶ良い機会となった。 

また、対象者の理解度や関心に個人差があることから、今後の課題として、個々の

特性に配慮した教材・支援方法のさらなる工夫が必要であると感じた。参加者にとっ

て継続的な食生活改善につながるよう、定期的なフォローアップや施設側との連携も
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重要であると考える。 

 

４４．．ままととめめ  

今回の取り組みを通じて、地域における福祉施設との連携のもと、実践的な栄養教育

を提供することができた。今後も、学生の学びと地域貢献を両立する形で、継続的な実

施を検討していくことが重要である。 

 

    

    

 事業に関わる学生の様子 
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山山形形県県減減塩塩・・ベベジジアアッッププププロロジジェェククトト事事業業  

““啓啓発発動動画画及及びびリリーーフフレレッットトのの作作成成””  

  

  北北 林林 蒔蒔 子子  

 

実施期間：令和６年４月１日～令和６年 10 月 23 日  

担当教員：北林蒔子  

連携機関：山形県健康福祉部 がん対策・健康長寿日本一推進課 

  

  

１１．．ははじじめめにに      

（（１１））減減塩塩・・ベベジジアアッッププププロロジジェェククトト事事業業のの内内容容      

  この事業は、要介護の主な原因である脳卒中をはじめ、糖尿病等生活習慣病の発症を

予防するともに、令和４年県民健康・栄養調査で明らかとなった食生活の課題に対応す

るため、山形県からの委託を受け、減塩や野菜摂取量増加の機運を醸成し、食生活改善

に取り組みやすい環境づくりに向けた啓発動画を作成するものである。また、動画内容

をまとめた資料データも作成する。 

 

（（２２））動動画画ににつついいてて  

動画は、「減塩・ベジアッププロジェクト」の広告媒体として利用する。「減塩・野菜

の日」や「“オールやまがた”で『減塩』及び『野菜摂取量増』に取り組むキャンペー

ン」を県民に効果的に PR するため、スーパーマーケットの食品売り場モニター等で使

用するための DVD の作成を行った。DVD の詳細は下記の内容となっている。 

【規格】 

〇動画は合計３分以内で、「減塩編」、「ベジアップ編」等１分程度の内容を組み合わ

せたもの。 

【動画に盛り込む内容】 

ア 県民に対し減塩及び野菜摂取量増が重要であることを周知する内容 

イ 学生と同年代の若者の行動変容にもつながるような、学生ならではの視点が見  

える内容を盛り込む 

ウ 減塩・野菜の日(19 日)の PR      

                                           

２２．．経経過過 

  学生には、５月に３年生に対して内容を説明し、参加者を募った。その結果、６月に５

名の学生が参加を表明してくれた。５名の学生が作業をして７月 29 日にパワーポイント

での原案を作成した。完成したパワーポイントは県に送り、いろいろな指摘を受け、それ

を修正して原稿が完成した。その後、動画にするために、８月 29 日に音楽や声入れの作

業を行って DVD が完成した。また、それに伴って、動画をまとめた資料としてリーフレッ
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トを作成した。 
なお、この取り組みは県政広報番組「やまがたサンデー５」で紹介されることになり、

リポーターの小川香織さんが来学し、本学で収録が行われた。 

            
 

                作成したリーフレット 

  

        

  

 

 

 

 

 

 

テレビの収録の様子 
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企企業業をを対対象象ととししたた適適塩塩教教室室  

  

金金 谷谷 由由 希希  

 

実施期間：令和６年８月～令和７年３月  

担当教員：金谷由希  

連携機関：米沢市健康福祉部健康課  

  

１１．．ははじじめめにに      

  米沢市が推進する健康長寿のまちづくりに関し、青年期・壮年期の現役世代を対象に、

減塩を促すための情報提供や環境整備を実施することにより、高血圧や糖尿病の発症リ

スクを管理できるような生活習慣を獲得することを目的とし、企業の従業員を対象に適

塩教室を実施した。なお、本事業は５年目であり、継続の企業(２、３年目企業)と今年度

新たに参加する企業(１年目企業)を含めて実施した。 

  

２２．．経経過過  

（（１１））実実施施内内容容  

    米沢市内企業８社の従業員 396 名(１年目企業３社：116 名、２年目企業２社：142 名、

３年目企業３社：138 名)を対象に、次の内容により適塩教室を実施した。 

① 尿検査：随時尿による推定１日食塩摂取量の分析 

② 簡易型自記式食事歴法質問票(BDHQ)：栄養素や食品の摂取状態の推定(１年目企業

のみ) 

③ 塩分チェックシート(２、３年目企業のみ) 

④ 資料配付と健康講話等 

１）個人結果を返却し、その見方を説明 

２）全体を解析した調査結果を説明 

３）尿検査や BDHQ の結果に基づき、食塩摂取に関する講話を実施 

④ 食塩摂取に関する知識及び食塩摂取に対する意識の変化についてアンケート調査 

⑤ 事業評価アンケート 
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（（２２））結結果果  
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減減塩塩・・野野菜菜摂摂取取量量拡拡大大ををテテーーママととししたたレレシシピピのの開開発発及及びび  

そそののレレシシピピをを活活用用ししたたススーーパパーー店店頭頭等等ででのの PPRR 活活動動  

  

  北北 林林 蒔蒔 子子  

 

実施期間：令和６年４月１日～令和７年３月３１日  

担当教員：北林蒔子 

連携機関：キッコーマン食品株式会社、株式会社ヤマザワ 

  

１１．．ははじじめめにに      

  山形県は「健康長寿日本一」の実現に向けて、「食」を切り口とした県民総参加での健

康づくりを推進している。その中で、「健康づくり応援企業」として、キッコーマン食品

株式会社東北支社と株式会社ヤマザワが登録している。今回この２社と協力し、栄養大学

ブランド商品（推奨商品）の創出と、減塩・べジアップ商品の販売・普及を行った。 

 

２２．．経経過過 

（（１１））「「健健康康べべジジアアッッププレレシシピピ」」のの開開発発  

  令和６年１月 16 日（火）に、令和６年度の取り組みの説明として、キッコーマン食品

株式会社担当者が、学生に対してオリエンテーションを実施した。その場で説明された具

体的な内容としては、令和５年度同様に「普通においしそうに見えるけど、実はこのレシ

ピは健康を気遣っています」というものであってほしいこと、また、キッコーマン株式会

社の商品である減塩調味料を用いてレシピを作成することであった。そのために、「夏秋

冬レシピコンテスト」として、減塩で野菜たっぷりのレシピの作成が求められ、令和６年

度が始まる４月にレシピ提出が求められた。その結果、本学の３年生 38 名と２年生３名

の合計 41 名が参加し、44 レシピを考案した。 

  ４月中に、レシピの修正を担当教員、キッコーマン食品株式会社担当者、学生の間でや

りとりを行い、44 レシピが完成した。 

 

（（２２））ススーーパパーーヤヤママザザワワででののレレシシピピのの活活用用  

 ６月～毎月１レシピを取り上げ、スーパーヤマザワ店内にてレシピカードが紹介され、

スーパー内にコーナーが設けられることとなった。ヤマザワホームページでも紹介され

た。 
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６月 さっぱり！トマさばうどん 

７月 つや姫のごはんで夏野菜ピザ 

８月 簡単！和風タコライス 
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９月 秋を感じる和風チャーハン 

10 月 なす味噌ドリア 

11 月 酸っぱくないミネストローネ 
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 なお、この取り組みは令和４年度から引き続いて実施しているが、令和４～５年度は置賜

地域のスーパーヤマザワで実施されたものであったが、令和６年度からはスーパーヤマザ

ワ全店を対象に実施され、取り組みが広がった。 

１月 万能！豆もやしの担々麺 

２月 和風ハンバーグ鍋 
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自自治治体体とと連連携携ししたた食食育育 SSAATT シシスステテムムをを利利用用ししたた食食事事ババラランンスス診診断断  

  

鈴鈴 木木 美美 穂穂、、岸岸   睦睦 朗朗 

 

 

ⅠⅠ．．米米沢沢市市ととのの連連携携事事業業 

実施期間：令和６年６月 22 日（土）10：00～15：30 

担当教員：井間真理子、鈴木美穂 

連携機関：米沢市健康福祉部健康課 

    

１１．．ははじじめめにに      

米沢市では、食育基本法に基づき、国が策定している「食育推進計画」に従って、毎年

６月を「食育月間」と定めている。この期間中は、国、地方公共団体、関係機関・団体が

協力しながら、食育推進運動を重点的に展開しており、国民一人ひとりが食育の重要性に

ついて理解を深め、日々の生活の中で実践していくことを目的としている。本学では地域

貢献および学生教育の一環として、今年度も例年と同様に食育推進事業に参加した。 

 

２２．．会会場場  

イオン米沢店１階 

  

３３．．来来場場参参加加者者  

201 名 

  

４４..本本事事業業をを実実施施すするるたためめのの体体制制  

本学教員２名、学生 11 名 

 

ⅡⅡ．．尾尾花花沢沢市市ととのの連連携携事事業業  

実施期間：令和６年 10 月 5 日（土）9：00～14：00 

担当教員：岸睦朗 

連携機関：尾花沢市健康増進課 

  

１１．．ははじじめめにに      

尾花沢市では、食育基本法に基づき、国が策定する「食育推進計画」の趣旨を踏まえ、

地域の健康づくりの一環として毎年 10 月に「健康フェア」を開催している。この期間中、

市および関係機関・団体が連携し、食育や健康増進に関する取組を重点的に展開しており、

市民一人ひとりが食と健康の大切さについて理解を深めるとともに、多様な暮らしやラ

イフステージに応じた食育の推進を図ることを目的としている。 

本学では地域貢献および学生教育の一環として、今年度初めて「尾花沢市健康フェスタ
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2024」に参加し、食育推進活動を実施した。 

 

２２．．会会場場  

尾花沢市役所３階 ラウンジ  

  

３３．．来来場場参参加加者者  

53 名 

  

４４．．本本事事業業をを実実施施すするるたためめのの体体制制  

本学教員１名、学生４名 

  

ⅢⅢ．．事事業業のの内内容容  

地域住民の皆様には、フードモデルの中から日頃の食事や直近に食べた食事に近いも

のを選んでいただいた。それをもとに、本学の学生が「食育 SAT システム」を活用して栄

養価や栄養バランスを分析し、その結果を踏まえて、教員が個々の食事内容に応じた改善

点や、望ましい食事のあり方についてアドバイスを行った。 

 

ⅣⅣ．．本本事事業業をを終終ええてて  

教員との共同参加を通じて、学生たちは「食育」という概念を単なる知識としてではな

く、地域住民との関わりの中で実際に活用される“生きた学び”として体験することができ

た。また、米沢市・尾花沢市ならではの食習慣や食文化に触れながら、地域性に応じた食

育の重要性について理解を深めることができた。 
また、学生たちは、地域の方々の食生活を伺いながら、食育 SAT システムを用いて栄養

分析を行うプロセスを通じて、理論と実践のつながりを実感し、より深い理解と新たな気

づきを得ることができた。こうした経験は、食と健康に対する主体的な関心を高めるとと

もに、将来的に管理栄養士として地域に根ざした支援を行うための視点を養う貴重な機

会となった。 
 

 
事業に関わる学生の様子（米沢市との連携事業） 
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事業に関わる学生の様子（尾花沢市との連携事業） 
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「「ややままががたた健健康康フフェェアア 22002244」」へへのの参参加加  

  

安安 部部 貴貴 洋洋  

鈴鈴 木木 美美 穂穂  

 

実施日時：令和６年９月 28 日（土）・29 日（日） 10:00～16:00 

担当教員：阿部宏慈学長（実行委員会委員）、金光秀子（代理委員）、安部貴洋、 

鈴木美穂、岸睦朗 

連携機関：山形県健康福祉部、公益社団法人山形県栄養士会 

 

１１．．ははじじめめにに  

山形県とイオンリテール株式会社は、県民の健康寿命の延伸、そして「健康長寿日本一」

の実現を目指し、包括的連携協定を締結している。この協定のもと、地域に根ざした健康

づくりの取り組みが積極的に展開されている。 
令和６年度も、その一環として、本学の教員および学生が、公益社団法人山形県栄養士

会と連携し、イオンの店舗において栄養バランスの指導活動を実施した。 

本活動では、「食育 SAT システム」という ICT 機器を活用し、来場者一人ひとりの食事

内容をその場で分析した。栄養バランスを視覚的にわかりやすく提示することで、生活習

慣病の予防や、健康的な食習慣の定着を支援することを目的とした。 
  ミニステージではペープサート、情報ブースではポスター掲示を行った。ミニステージ

への参加は今回で３回目となる。令和４年度は紙芝居「お弁当何にしよう」、令和５年度

はペープサート「ピーマン君と楽しいおともだち」を行っている。また今回初めての試み

として情報ブースへのポスター掲示「熱中症すごろく」を行った。 
 

２２．．出出展展内内容容    
（（１１））食食育育ＳＳＡＡＴＴシシスステテムムをを使使用用ししたた栄栄養養ババラランンスス診診断断  

①①会会場場  
イオンモール天童１階 センターコート 

②②来来場場参参加加者者  

９月 28 日（土） 247 名 

９月 29 日（日） 217 名 

③③本本事事業業をを実実施施すするるたためめのの体体制制  

教員２名、学生 20 名、公益社団法人山形県栄養士会 10 名 

④④地地域域貢貢献献ととししててのの活活動動  

   本学では、地域との連携を深める取り組みの一環として、体験型の食事教育ツールで

ある「食育 SAT システム」を活用した栄養教育活動を継続的に実施している。 

「食育 SAT システム」は、IC タグが内蔵された食品サンプルをバイキング形式で選

び、専用のセンサーボックスに乗せることで、エネルギーや栄養素量、栄養バランスな
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どをその場で可視化できる体験型の教育ツールである。今回の活動では、地域住民の

方々にご参加いただき、前日または日常の食事内容を再現する形でフードモデルを選

択していただいた。 
学生はその内容を入力し、エネルギー、たんぱく質、脂質、炭水化物、食塩相当量な

どを算出したうえで、栄養バランスの評価を行った。その後、山形県栄養士会所属の管

理栄養士および本学教員が、評価結果をもとに、参加者一人ひとりに対して具体的かつ

丁寧な栄養指導を実施した。参加者からは、「自分の食事の偏りに気づくことができた」

「野菜の摂取不足を見直すきっかけになった」といった前向きな感想が多く寄せられ

た。 
また、学生にとっても、学内で得た知識を地域の方々に対して実践的に活用する貴重

な機会となり、対象者に応じた説明や対応の工夫を学ぶ場となった。 

 

  
 
  

（（２２））学学生生にによよるるスステテーージジイイベベンントト  （（食食育育ををテテーーママととししたたペペーーププササーートト、、ククイイズズ））  

①①会会場場  

イオンモール天童１階 グリーンコート  

②②来来場場参参加加者者    

９月 28 日(土)  30 名程度  

９月 29 日(日)  50 名程度  

事業に関わる学生の様子 
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③③本本事事業業をを実実施施すするるたためめのの体体制制    

   学生６名、教員１名 
④④活活動動内内容容  
食育をテーマとしたペープサートとクイズを行った。初めに「旬」についての説明と

クイズを行い、その後タケノコくん、トマトくん、サツマイモさん、ダイコンくんとい

った春・夏・秋・冬の旬の野菜が登場した。旬の野菜たちは自分のもつ栄養をそれぞれ

説明し、会場や二階にいる子どもや大人たちにクイズを投げかける。野菜の問いかけを

司会は楽しく、小さな子どもたちにもわかるような言葉で言い換えるとともに、子ども

たちの答えを引き出そうとする。司会の問いかけに応えるように会場のあちこちから

子どもたちの元気な声が聞こえる。最後には、勢ぞろいし、別れを告げる旬の野菜たち

に手を振る子どもたちの姿が見られた。 
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（（３３））ポポススタターー掲掲示示  

①①会会場場  

イオンモール天童２階 イオンホール  

②②本本事事業業をを実実施施すするるたためめのの体体制制    

   学生６名、教員１名 
③③活活動動内内容容 
 「すごろく」を通して熱中症予防について学ぶことのできるポスターを作成し、掲示

した。小学３年生の栄太くんの一日を通して水分補給のポイントが具体的に分かりや

すく書かれている。また、一つひとつの絵に様々な工夫が凝らされており、絵を見るだ

けでも楽しめるようになっている。 

事業に関わる学生の様子 制作したペープサート 
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展示の様子 
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学学生生にによよるる「「減減塩塩・・野野菜菜たたっっぷぷりり弁弁当当」」のの開開発発  

  

北北 林林 蒔蒔 子子 

 

実施期間：令和６年５月 14 日（火）～令和６年９月 28 日（土） 

担当教員：北林蒔子、岸睦朗 

連携機関：イオン東北株式会社 

  

１１．．ははじじめめにに      

令和元年まで、山形県の「減塩・ベジアッププロジェクト」の一環として、県内のスーパ

ーマーケットで販売する「適塩弁当」の開発と販売を行ってきた。その後中止していたが、

令和５年度からイオン東北株式会社との連携により、やまがた健康フェアの開催に合わせ

て「減塩・野菜たっぷり弁当」として再開した。令和６年度も引き続き実施することとなっ

た。 

  

２２．．経経過過 

５月 14 日に、３年生に告知をしてお弁当のレシピの提出の協力を求めた。告知のお弁当

の献立作成の留意点は以下のとおりである。締め切りは、６月 16 日に設定した。 

 季節の食材を取り入れた、おいしい減塩の提案をする。１食あたり食食塩塩相相当当量量がが

３３gg 未未満満、野野菜菜使使用用量量 112200gg とし、ボリューム感のあるバランス食とする。 

 野菜には、キノコ、海藻を含めるが、いも類は含まない。 

 ご飯の目安は、115500～～118800ｇｇとする。 

 厚生労働省「日本人の長寿を支える「健康な食事」」で示されている「生活習慣病

予防その他の健康増進を目的として提供する食事について（目安）」を参考とす

ること。 

 購入しやすい販売価格を考慮した食材選定とすること。 

 エエネネルルギギーー665500kkccaall 未未満満  

  

６月 17 日までに、18 名から献立が提出された。献立の内容を確認し、修正が必要なもの

には修正を求め、完成した 18 レシピをイオン東北株式会社に送付した。イオン東北株式会

社は、１レシピを選定し、７月 17 日に試作したお弁当を持参し、学生 10 名、教員２名、イ

オン東北株式会社２名で第１回目の試食会を実施した。 

学生や教員から感想や意見が出され、修正し、８月７日に２回目の試食会が同様に開催さ

れた。その後の修正を経て、お弁当が完成した。 

完成したお弁当は、９月28日にイオンモール天童で開催された「やまがた健康フェア2024」

に合わせて、イオン系列スーパーで販売された。当日は、学生２名も現地で PR 活動を行っ

た。 
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イオンモール天童の売り場では、

山形県からの委託事業で学生が作

成した「減塩・ベジアップ」の DVD

が流されていた。 

１回目の試食会のお弁当 

イオンモール天童での販売 PR の様子 
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有有機機農農産産物物消消費費拡拡大大ののたためめのの消消費費者者向向けけ PPRR のの取取りり組組みみ  

  

北北 林林 蒔蒔 子子 

 

実施期間：令和６年４月１日～令和７年３月 31 日  

担当教員：北林蒔子 

連携機関：東北農政局山形県拠点 

  

１１．．ははじじめめにに      

農林水産省は、未来まで続けられる食料システムを構築するために 2050 年までに達成し

たい目標を決めた。それが、「みどりの食料システム戦略」である。その中で、有機農産物

の消費拡大を挙げている。有機農産物とは農薬や化学肥料に頼らず、家畜の糞尿･敷きわら･

堆肥など動植物質の肥料を用い、環境への負荷をできる限り減らして作られた作物である。

本学では、東北農政局山形県拠点と連携し、令和５年度から PR 動画の作成などを進めてき

た。令和６年度も引き続きその取り組みを推進した。 

  

２２．．内内容容 

（（１１））動動画画のの作作成成（（昨昨年年度度かかららのの継継続続でで４４年年生生がが作作成成））  

令和５年度からの継続として、PR 動画の作成を継続した。学生自らが企画、出演、撮

影、編集を行った。「みどりの食料戦略」について知るため、有機農法を実践している農

家を取材して動画３本を作成した。米沢市のそば農家とアスパラ農家の取材により作成

した（昨年度からの継続）。 

 

   
作成した動画のイメージ 
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また、有機農産物を使用したレシピ動画も４本作製した。さつまいもを使用した「鬼饅

頭」、バターナッツカボチャを使用した「ポタージュ」、そば粉を使用した「ガレット」、

バターナッツかぼちゃとさつまいもを使用した「蒸しパン」である。 

 

（（２２））東東北北農農政政局局山山形形県県拠拠点点ととのの意意見見交交換換会会  

取り組みを進めるにあたって、６月 28 日に本学で、学生 11 名が参加して東北農政局

山形県拠点との意交換会を開催した。 

 

（（３３））アアンンケケーートト調調査査  

８月 26 日に米沢市役所で開催された「よねざわオーガニック＆ナチュラルフードフェ

ア」において、有機農産物の消費拡大を進める上での現状や課題を明らかにするためにア

ンケート調査を実施した。学生４名と教員１名で行った。84 名の方に回答をいただいた。

結果は、本活動報告書の「共同研究」（P50～P58）に記載している。 

 

（（４４））「「みみどどりり戦戦略略学学生生チチャャレレンンジジ」」へへ応応募募  

農林水産省は、「みどりの食料システム戦略」の実現に向けて、将来を担う若い世代の

環境に配慮した取組を促すため、農業大学校や農業高校を含む大学生や高校生等の個人・

グループが「みどりの食料システム戦略」に基づいた活動を実践する機会として「みどり

戦略学生チャレンジ（全国版）」を開催した。本学もチャレンジした。応募は、パワーポ

イントで作成した A１判のポスターでの提出である。結果は、東北地区での準グランプリ

を受賞した。 
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 受賞したポスター 
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川川西西町町特特産産のの伝伝統統野野菜菜「「紅紅大大豆豆」」をを活活用用ししたた商商品品開開発発のの取取りり組組みみ  

「「べべににままるるププロロジジェェククトト」」  

  

齋齋 藤藤 寛寛 子子  

 

実施期間：令和５年 12 月５日～令和７年５月 30 日  

担当教員：齋藤寛子  

連携機関：山形県川西町、かわにしオーガニックビレッジ推進協議会、 

有限会社コートヤード 

  

１１．．ははじじめめにに      

（（１１））べべににままるるププロロジジェェククトト事事業業のの目目的的      

山形県川西町では特産品である紅大豆の消費拡大及び認知向上に向けて商品開発が期

待されていた。地元の伝統野菜を守り続けた事業者を慮り、併せて、町内にある県立置賜

農業高校と本学の学生が交流を図り、若者が新しい商品を開発することで、町の活性化に

も寄与することを目的とし本事業を実施した。 

 

（（２２））べべににままるるププロロジジェェククトト事事業業のの内内容容  

① 紅大豆の用途開発の知見を得る目的で、紅大豆の加工特性や調理特性を探り、特徴

や長所を活かして引き出す最適な調理法を選ぶために、加熱調理後の官能評価実験

を行った。 

② 本学学生が県立置賜農業高校と交流しながら、高校で栽培予定の有機紅大豆の様子

を観察し、SDGs についても共に学んでいくこととした。 

③ 商品アイディアやパッケージデザインなどに若い世代の視点や意見が必要との要望

から、学生が商品化までの製作過程にも参加した。 

  

２２．．実実施施内内容容  

令和５年 12 月  

 川西町産業振興課及び山形県立置賜農業高校より、町の特産品「紅大豆」を用いコ

ラボ商品を作りたいという相談が寄せられ、１年生に対し事業内容を紹介、参加者

を募ったところ 10 名から申し出があった。プロジェクト参加メンバーは次の通り。

荒幡藍衣、石沢優花、熊谷悠那、小関洸里、小林乃々果、佐々木美緒、佐藤さく

ら、佐藤武司、佐藤ゆらら、山田陽葵、本学からは佐々木謙介、永峯智子（以上

２名事務局）、齋藤寛子。 

 

 令和６年１月 

 プロジェクト初会合。参加者は川西町産業振興課・紅大豆生産者（かわにしオー

ガニックビレッジ推進協議会）、有限会社コートヤード代表 新田氏、本学プロジ
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ェクト参加学生、本学事務局、および齋藤。内容は川西町より、紅大豆の歴史・

生産・流通量などの講義をうけ、現在販売され

ている紅大豆を使用した商品の紹介があった。

新田氏からは、一般的な商品開発の流れや着眼

すべき点について講義を受けた。 

 初めて紅大豆を扱う学生が多数だったため、学

内にて紅大豆の試食会を開き、豆の硬さ、豆や

浸漬した水の色の状態などを観察し、調理手法

を検討しながら味を確認した。 

 

令和６年２月 

 参加学生に事業名案を募り、「べにまるプロジェクト」と命名した。 

 学生全員と本学事務局、および齋藤が、川西町出展の

スーパーマーケットトレードショー2024（会場 千

葉県幕張メッセ）に２日に分かれて同行。川西町ブー

スにて、町の製品 PR とアンケート調査を行うととも

に、会場内を見学して、全国の物産・トレンドの動向・

大学発の企画商品情報やオーガニック商品・SDGs 商

品について見聞を広めた。後日、各自が得た情報や感

想を確認するワークショップを実施した。 

 事業スケジュール案が決定し、新商品の完成を令和

７年２月としたことが示された。 

 

令和６年４月～６月 

 新年度の人事異動により、本学事務局担当者

が永峯智子から髙橋優子に変更。 

 官能評価実験の実施にあたり、内容の検討、

体制作り、日程調整を行い、５月から６月にか

けて、本学調理実習室にて、毎週１回のペース

で紅大豆を調理し、官能評価を行った。新田氏

より、大豆は水煮後に加工することが多いと

の情報から、道具と調理手法、塩味の有無を組

み合わせて、加熱後の紅大豆を試食し、比較し

た。調理器具は普通鍋と圧力鍋、加熱方法は煮る・蒸す・煎るの３つの手法。浸漬す

る水は真水の他、１％食塩水と２％食塩水とし吸水や軟化の変化と食味とのバランス

を評価した。パネラーは 10 名で、官能評価項目は紅大豆の色の濃さ、香り、柔らか

さ、甘さ、総合評価を調べ、結果についてはこの期間に同時進行で行われていたワー

クショップ等で随時、報告をした。 

スーパーマーケット 

トレードショー 

（於 幕張メッセ） 

官能評価実験の様子 

中央上：一晩浸漬した紅大豆 

左：紅大豆（乾燥豆） 

中央下：浸漬した豆 右：戻した水 
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 山形県立置賜農業高校と交流する予定であったが、実現は厳しい状況となり、高校

とのコラボ企画ではなく、川西町と本学のプロジェクトとなった。 

実験内容の一部
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 商品開発のコンセプトを考えるワークショップが開催され、有機農産物を生かす

ポイントや注意点について新田氏より講義を受けた。また、川西町の意向として商品

のターゲットは男女 20 代、売り場は「道の駅米沢」及び「かわにし森のマルシェ」を

考えているとの具体的な内容をお聞きした。 

 

令和６年７月 

 商品イメージを具体化するため、学内メンバ

ーで紅大豆を使った豆乳・きなこ・揚げ豆など

試作・試食した。 

 商品を考えるワークショップが開催された。

新田氏の講義内容を踏まえて、アイディアを出

し合い、商品候補を絞った。①紅大豆バー、②お

からチップス、③煮豆（梅酒漬けなど）、④煎り

豆、⑤揚げ豆、⑥ミニゼリー、⑦豆乳チーズケー

キ。 

 事業スケジュールの日程に合わせて、上記の項目に対応できる加工可能な業者を

川西町と新田氏が探し、検討することとなった。尚、有機紅大豆の確保が難しいこと

が判明し、今回の事業では慣行栽培の紅大豆を使うことに変更となった。 

 

令和６年８月 

 OEM 先が見つからず、学生以外のメンバーで情報交換を行った。プロテインバーや

ゼリーを作っている会社に交渉したが、注文予定のロット数と予定価格の面が折り合

わず、厳しいとのこと。県内の企業で探すのも難しいという状況であった。 

 後日、煎り豆製造の OEM 先候補として富山県の会社を新田氏が提案。川西町から煎

り豆は、学校給食にも出すことが可能で、製品の温度管理が難しくなく、常温保存が

可能であることは非常食としても捉えることが出来て、好ましいとの意見が出された。 

 

令和６年９月～11 月 

 商品を煎り豆に絞り、加工業者を決定。「食養の杜とやま」社は煎り豆商品を出し

ている会社で食品加工実績があり、小ロットでも引き受け可能。普通の大豆とは大き

さや硬さが異なる紅大豆の加工についても前向きに試作をしてもらうことが出来た。

味付けは７月のワークショップの際に学生から提案のあったものから検討した。 

 

ワークショップの様子 
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令和６年 12 月 

 商品の味を決めるワークショップが開催さ

れ、「食養の杜とやま」社が試作した素煎り・揚

げ・きなこ・キャラメルの４種類を試食した。揚

げ豆は口に残る油っぽさが好まれず候補から外

し、残る３種類については、詳細な感想を出し合

い、改良を依頼することになった。また、煎り豆

にあう商品名も考えた。学生から７つの案を提

出し、最終的には川西町が選択、「もぐべに」に決定した。併せて味ごとのキャッチコ

ピーも考え、パッケージに入れることとなった。 

 キャラメル味には最初はキャラメルパウダーを使っていたが、途中、メーカーから

の原料確保が難しくなり、急遽変更せざるを得なくなった。自然のもの、身体に良い

ものを探していろいろと試作をしてみたが、今回の試作で使用したものが最適という

ことになった。その製品（パウダー）にはすでに多少の添加物が入っており、取り除

くことは出来ないため、不本意ではあるが、承諾せざるを得ないという報告を受けた。 

 パッケージ案を考えるワークショップが開催された。商品コンセプトは、対象は普

段あまり豆を食べていない Z世代の女性とし、食べるシーンは小腹がすいたときに手

軽に食べられるもの。食べる人のメリットは身体にやさしい・安全・ヘルシー・豆の

おいしさに気付くなどで、商品開発のポイントは紅大豆の甘さ・色を活かす・豆のバ

ラつきがあっても使う（SDGs）。これらを表現するパッケージ案が示され、学生は袋の

素材や色などに意見を出し合い、売れる商品作りに取り組んだ。10ｇ入り小袋が 10 個

まとめてパックされた形として商品化することになった。 

 改良された煎り豆の試食会が開かれ、全員から好評であったため、このまま３つの

味で商品化を進めることとなった（素煎り・きなこ味・キャラメル味）。新田氏よりデ

ザイナーに依頼したパッケージ案２つが提示され、全員で検討し決定した。また、売

り場に添えるポップアップ広告作りを行った。 

 

令和７年２月 10 日 

 商品が完成し、「道の駅米沢」にて、紅大豆を

使った新商品「もぐべに」のプロモーションイ

ベントが開催された。川西町・米沢栄養大生に

よる商品の試食・販売を行い、新聞・テレビな

どメディアでも取り上げられた。学生たちは積

極的に道の駅の買い物客に声をかけ、製作過程

で得た知識・商品コンセプトを丁寧に説明し、

多くの方に興味を持っていただくことが出来

た。 

 

道の駅米沢にて 
プロモーションイベント・販売

試作品試食の様子 
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令和７年３月 16 日 

 山形県アンテナショップ「おいしい山形プラザ」

（東京都中央区銀座）にて、「もぐべに」のプロ

モーション販売を行った。学生は３名参加し、

自らが開発に携わったことや紅大豆は山形県川

西町の伝統野菜であること、また大豆の栄養の

説明も加えた試食は東京でのお客様の反応が良

く、心配していた価格についても高いという声

は聞かれなかった。 

 

令和７年３月～５月 

 プロジェクトに参加して勉強になったことや感想などを学生全員が回答し、川西町

および新田氏にお伝えした。 

 本学の令和６年度卒業式、および令和７年度入学式において、「もぐべに」の試食提

供とアンケート調査を実施した。 

 プロジェクト総括の会を実施（令和７年５月 30 日）。川西町から試食アンケートの

集計報告があり、全員で共有することが出来た。また、地元の様子として紅大豆生

産者からも喜ばれている旨をお知らせいただいた。新田氏からは、学生には伝えき

れていなかった部分、加工委託先を探す工程や業者決定してから実際の商品化にむ

けて「食養の杜とやま」社が紅大豆の特性にあわせて、工夫を重ねて開発した様子

の説明があり、プロジェクトに参加した学生が商品化までの全体像が見えるまとめ

を行うことが出来た。 

 その他：紅大豆を用いて地域振興を念頭に探求学習をしている山形県立米沢興譲館

高校生からのインタビュー依頼があり、学生４名が紅大豆の調理特性や商品開発を

行った経緯などを答え、高校生と交流する機会があった。 

 

３３..ままととめめ  

プロジェクトに参加した学生からは、以下のような感想が聞かれた。 

 東京のイベントでトレンドを学ぶ機会があり、多方面の人との交流によって視野が

広がり、多くの学びを得ることが出来た、 

 官能評価を繰り返し、ささやかな味の変化を感じることが出来るようになった。 

 メンバー全員で意見を出し合い、アイディアを膨らませていく工程や自分では思い

つかないような意見に触れることができたことが良かった。 

 作りたいものと現実的に出来るものには、かなりのギャップがあった。自分たちが

いくら良いアイディアと思っても、加工の難易度や保存方法、消費期限、製造数な

ど色々な観点から考えなくてはならないことを知った。 

 紅大豆の色を活かした商品作りというのは、とても難しかった。また、素材の食品

成分を把握しないといけない責任を感じた。「身体によい」とか「栄養が豊富」など

おいしい山形プラザにて 
プロモーション販売 
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の言葉をむやみに広告などに書くことは出来ないと思った。 

 １年に渡る商品開発は、最初は長い道のりと思っていたが、終わってみるとあっと

いう間で、様々なことを経験できて参加して良かった。        など 

 

商品開発を１年生後半から３年生の春までという期間に経験することとなり、未履修の

分野もあったものの、多くのことを考え、吸収し、充実したプロジェクトであったことが感

想から読み取ることが出来た。地域の課題に取り組み、行政や生産者の方々と交流して大学

の普段の授業では経験できないことを体験し、購入者へ商品を届ける場まで責任もって活

動した。今後、学生たちが活躍の場を広げ、多くのことに挑戦する力の素地を作る機会とな

った事業であったと思う。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左から きなこ味  素煎り  キャラメル味
手前は 10ｇ入りの小袋 

道の駅米沢にて 
（プロモーションイベント参加者で撮影）
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「「みみどどりりのの食食料料シシスステテムム戦戦略略」」のの実実現現にに向向けけてて  

消消費費者者のの意意識識変変化化をを推推進進すするるたためめのの実実践践的的取取りり組組みみ  

  

北北 林林 蒔蒔 子子  

 

実施期間：令和６年４月１日～令和７年３月３１日  

担当教員：北林蒔子 

連携機関：東北農政局山形県拠点、米沢市農政課 

  

１１．．ははじじめめにに      

農林水産省は、「みどりの食料システム戦略」を掲げ、食料・農林水産業の生産力向上と

SDGs や環境への配慮等持続性を考え、環境負荷低減への取り組みを推進しようとしている。

環境にやさしい持続可能な消費の拡大や食育の推進のため、一般消費者への働きかけが不

可欠である。本大学では、令和 5年度から、東北農政局山形県拠点の農政推進官の方々とそ

の取り組みを推し進めている。本年度も継続して取り組んでいるところである。一般消費者

の意識を変えるには、どのようなことが必要か、研究を進めるとともに、実践活動も行う。 

  

２２．．方方法法 

令和５年度に実施した YouTube 動画の作成を継続して行い、令和６年度はそれに追加し

て、一般消費者に対するアンケート調査の実施を行った。調査は、８月 26 日に市役所で開

催されたよねざわオーガニック＆ナチュラルフードフェアに学生４名と教員１名、事務局

職員１名が参加し、アンケート調査を実施するとともに、有機農産物のアピール活動を行っ

た。また、米沢市で生産された有機農産物（有機米）を使用したレシピ開発と試作を学生６

名で行い一般消費者に紹介することができるように取り組んだ。 

最後に、マルシェで市民に対するアンケート調査を実施したうえで明らかになった現状

や課題を基に、消費者の意識を変えてもらうような働きかけの手段と、レシピ開発の成果を

掲載したリーフレットの作成を学生７名と教員１名で行った。 

 

３３．．結結果果  

（（１１））アアンンケケ--トト調調査査のの結結果果  

対象者は、８月 28 日に米沢市役所で開催された「よねざわオーガニック＆ナチュラル

フードフェア」に来場した 84 名である。 

① 対象者の属性 

男性 女性 合計 

19 人 65 人 84 人 

22.6％ 77.4％ 100％ 

 年代別内訳は、男性では、60 代以上が 36.8％、50 代が 36.8％と多く、女性は 60 代

以上が 46.9％と最も多かった。 
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② 食品を選ぶ際に目安とするもの（複数回答） 

 男性では、鮮度を選んだ者の割合が 76.9％と最も高く、次いで価格 69.3％、産地

55.4％だった。女性では、価格を選んだ者の割合が 68.4％と最も多く、次いで鮮度

47.4％、産地が 36.8％であった。男女で有意に差がみられたものは、鮮度（p＝0.013）、

有意ではなかったが、差がみられたものは栽培方法（p=0.060）で男性の割合が高かっ

た。その他で「味」と答えた男性が１名いた。 

 

     

③ 有機農産物を知っているかについて 

 「おおよそ知っていた」、「知っていた」を合わせると、全体で 85.6％、男性 89.5％、 

女性 84.3％と 85％を超えていた。
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  図１ 対象者の年齢構成 

  図２ 商品を選ぶ時の目安にすること 

  図３ 有機農産物を知っているかどうか 
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④ どこで、有機農産物を知ったかについて 

 男性では、メディアが最も多く 42.1％、次いで生産者（農家）が 21.1％、知人 15.8％

であった。女性では、メディアが 49.2％と最も多く、次いでイベント 14.3％であった。

全体でみると、メディア 47.6％、生産者（農家）14.6％、イベントと知人が 13.4％で

あった。 

 

        

⑤ 有機農産物の購入頻度 

有機農産物を購入する頻度について、「よく購入する」、「たまに購入する」、「ほとん

ど購入しない」、「全く購入しない」、「わからない」で回答してもらった。その結果は、

よく購入するのは、男女、全体も 11％前後であった。男性はたまに購入するのが 31.6％、

女性はたまに購入するが 55.6％、全体では半数がたまに購入するであった。 

 

        

⑥ 「よく購入する」、「たまに購入する」と答えた方の、購入品 

 男性では、購入するものは野菜が最も多く 86.7%、次いで果物 31.1％、米 28.9％で

あった。女性では、野菜が 72.7％と最も多く、次いで米 27.3％、果物 18.2％であった。 
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図４ どこで有機農産物を知ったか 

図５ 有機農産物の購入頻度 
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⑦ 「よく購入する」、「たまに購入する」と答えた方の、購入理由 

 男性においては、安全・安心が最も多く 80％、次いで健康に良い 51.1％、おいしい

が 42.2％であった。女性においては、安全・安心が最も多く 66.7％、次いで健康に良

い 55.6％、おいしいが 44.4％であった。 

  

             

⑧ 購入しない理由 

 男性において、購入しない理由で最も多かったのは、価格が高い 61.9％、身近にな

い 42.9％であった。女性も同様で、価格が高い 50.0％、身近にない 37.5％であった。 
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図６ 具体的な購入品 

図７ 購入理由 

図８ 購入しない理由 
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⑨ 今後、有機農産物を購入するかについて 

今後購入したいと答えた者の割合は、男性 57.9％、女性 64.1％だった。 

 

           

⑩ その他（自由記述）の内容 

・有機農産物を生産されるのは大変だと思います。購入という形で応援していきます。

（40 代女性） 

・お値段が高めなのがちょっと（60 代以上女性） 

・人の身体、心の在り方、大切なものをつなげるために食は大事（60 代以上女性） 

・有機農産物イベントを開催してほしい（月数回）（30 代女性） 

・有機の表示があると助けになると思う（50 代男性） 

・購入できる場所を簡単に知れると分かりやすいと思う。（20 代男性） 

・フェアに並ぶ食品が少ない。増やしてほしい。（60 代以上女性） 

・買える店を周知してほしい（60 代以上女性） 

 

（（２２））有有機機農農産産物物にに関関すするるリリーーフフレレッットトのの作作成成  

実際に「よねざわオーガニック＆ナチュラルフードフェア」での様子やそこでの来場者

に対するアンケート調査の結果、これまで東北農政局山形県拠点の方々から学んだこと

から、一般の方々に、有機農産物を知ってもらうこと、また購入してもらえるように理解

が深まるリーフレットの作成を行った。 

その中では、学生たちが実際に有機米を用いたパンのレシピも紹介されている。米粉パ

ンは、米粉の他に小麦粉が配合されていることもあり、必ずしも米粉だけで作られている

とは限らない。小麦アレルギーがある場合、きちんと確認して購入する必要がある。今回

作成したパンは、米粉ではなく生の米を使用して作ったものである。リーフレットの中で、

紹介している。 

また、これまで１年間取り組んだ学生の思いが書かれている。リーフレットは、東北農

政局山形県拠点と米沢市農政課にも活用してもらうこととなった。市内のコミュニティ

センター、道の駅米沢などに配布し、一般消費者の手に取ってもらえるように望んでいる。 

作成したリーフレットは、A3 裏表に印刷されて、二つ折りにしたものとなった。 
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図９ 今後購入するか 
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末末梢梢神神経経再再生生ににおおけけるる抗抗体体医医薬薬のの可可能能性性のの検検索索  

  

船船 木木   智智  

 

実施期間：令和６年７月１日～令和７年３月３１日  

担当教員：船木智 

連携機関：東京理科大学  

  

１１．．研研究究背背景景  

末梢神経は中枢神経と異なり再生能力を

有するが、重度損傷や近位部損傷において

は、その再生は不完全であり、機能回復も不

良である。現在の手術療法や神経移植術にも

限界があるため、再生を促進する新たな治療

法の開発が必要である。 

本研究では、末梢神経再生に関与する NCAM

（Neural Cell Adhesion Molecule）に注目した。NCAM は神経細胞表面に存在する細胞接着

分子であり、結合するタンパク質の種類により細胞内のシグナル伝達を変化させる。 

我々のグループでは、NCAM と GFRα1（GDNF ファミリー受容体α1）の結合が神経突起伸長

を促進する一方で、GDNF（Glial cell line-Derived Neurotrophic Factor）が同時に関与

するとこの効果が抑制されることを見出した。したがって、NCAM へのタンパク質結合を選

択的に制御することで、末梢神経再生の促進が可能であると考えた。 

 

２２．．研研究究目目的的  

本研究の目的は、NCAM における機能的な結合領域を明らかにし、神経再生を阻害する因

子との結合を選択的に阻害する分子（抗体）を開発することで、末梢神経再生の最大化を図

ることである。 

 

３３．．研研究究のの具具体体的的目目標標  

・NCAM の結合領域の同定 

  神経突起伸長を促進する GFRα1 との結合に必要な NCAM の領域を決定する。 

・選択的阻害抗体の作製 

   GDNF など望ましくない結合を阻害し、GFRα1 との結合を保持する抗体を作製する。 

・抗体の機能評価 

   作製した抗体の神経細胞に対する作用、およびラット坐骨神経損傷モデルを用いた

末梢神経再生効果を評価する。 
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４４．．臨臨床床応応用用へへのの展展望望  

本研究により、神経再生を選択的に促進する新たな分子標的治療の開発につながる可能

性がある。将来的には、神経縫合術や神経移植術後の補助療法として、機能回復の向上を目

的とした応用が期待される。 

 

今回は（NCAM の結合領域の同定）神経突起伸長を促進する GFRα1 との結合に必要な NCAM

の領域を決定する、ことを目的として取り組んだ。 

＜方法＞ 

 神経突起伸長能をみるために、マウス

MoterNeuron である NSC34 に GFRa１との反応

を示唆されている NCAM を定常的に発現させ

た。 

NSC34 細胞における NCAM 発現細胞も選択培

地でクローニング後に再度Lipofectaminで遺

伝子導入をおこなった。 

 

 

 

＜現在の状況＞ 

現在細胞の伸長反応の測定を行うと共に細胞内 Signai を WesternBlot にて観察中である。 
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山山形形県県立立米米沢沢栄栄養養大大学学  シシリリーーズズ公公開開講講座座  

調調理理のの際際のの食食中中毒毒及及びび感感染染症症予予防防ににつついいてて  

  

南南   育育 子子  

 

実施期間：令和６年７月７日 午前・午後 計２回 

担当教員：南育子、地域連携・研究推進センター運営委員 

  

１１．．開開催催のの趣趣旨旨      

本講座は、栄養や健康に関する分野における本学の有する知識や技術を広く地域住民に

向けて提供し、地域に貢献することを目的に開催した。 

  

２２．．講講座座のの概概要要 

米沢女子短期大学構内（C201 教室）にて、午前、午後それぞれ講義 30 分、質疑応答 10 分

の予定で同じ講義を２回行った。 

本講座では「調理の際の食中毒及び感染症予防について」をテーマに、次の（１）～（２）

の構成で解説を行った。 

（１）食中毒および経口感染を引き起こす微生物について 

（２）食中毒および感染症を防ぐための調理時の留意点 

 

３３．．参参加加人人数数  

 29 名 

 （１回目：19 名、２回目：10 名） 

 

内訳（回答があった方のみ） 

・会社員・公務員 ８名 

・高校生    ８名 

・無職    ２名 

・その他    ２名 

・主夫・主婦   １名 

 

同日には米沢女子短期大学にてハンドメイド

雑貨販売イベントの「Zakka の森」が開催され、

イベント来場者にも公開講座に参加いただいた。 

  

４４．．講講座座のの内内容容  

（（１１））食食中中毒毒おおよよびび経経口口感感染染をを引引きき起起ここすす微微生生物物ににつついいてて  

食品には健康を害する要因（ハザード）が潜在的に存在する可能性がある。これらのハ
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ザードは、食品自体に含まれる成分によるもの、生物的あるいは化学的な汚染・混入によ

るもの、さらには保存や調理加工の過程で起こる変質や微生物の増殖によるものなどに

区分される。ハザードを完全に排除することは困難であるが、リスクを最小限に抑えるこ

とは重要であり、日本では食品衛生法や食品安全基本法などの法制度によって規格や基

準が定められ、食品の安全が維持されている。しかしながら、食中毒や経口感染症に関し

ては、消費者や調理従事者が、食品を口にする前段階における保管や調理の際に予防のた

めの注意事項を理解し、実行することが欠かせない。 

食中毒とは、一般的に飲食物や調理器具、容器包装などを経由して体内に侵入した病原

微生物や、有毒・有害な化学物質などによって引き起こされる健康障害と定義される。食

中毒は大きく分けて微生物性食中毒、自然毒による食中毒、化学物質による食中毒に分類

され、そのうち微生物性のものは細菌、ウイルス、寄生虫が原因となる。細菌性食中毒に

ついては、原因となる菌がいくつか知られており、発症の仕組みに基づいて感染型と毒素

型に分けられる。予防のためには、各細菌が混入しやすい食品や、増殖・毒素産生を促す

条件を把握し、食品をそうした環境に置かないことが最も重要である。 

 

（（２２））食食中中毒毒おおよよびび感感染染症症をを防防ぐぐたためめのの調調理理時時のの留留意意点点  

微生物による食中毒を防ぐ基本的な考え方は、食品に微生物を持ち込まない、増殖させ

ない、そして加熱などにより殺菌することである。一般に細菌は食品の中心部を 75℃で

1分以上加熱することで死滅するとされ、ノロウイルスについては 85～90℃で 90 秒以上

の加熱により不活化が可能と報告されている。また、調理中の二次汚染を避けるためには、

包丁やまな板といった調理器具を食材ごとに使い分け、使用後は必ず洗浄してから再び

使用することが求められる。 

さらに、調理作業に限らず日常生活においても感染症予防で最も基本的かつ重要な習

慣は手洗いである。調理を始める前や食事の前には、流水と薬用石けんを用いて十分に手

を洗浄することが推奨される。 
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山山形形県県立立米米沢沢栄栄養養大大学学  リリカカレレンントト講講座座  

傷傷病病者者にに対対すするる栄栄養養状状態態のの評評価価方方法法  ～～GGLLIIMM 基基準準のの活活用用をを中中心心にに～～  

  

小小 原原   仁仁  

 

実施期間：令和６年 11 月１日～11 月 30 日 

開催形態：オンライン(YouTube 限定配信) 

担当教員：小原仁、地域連携・研究推進センター運営委員 

連携機関：公益社団法人山形県栄養士会 

  

１１．．開開催催のの趣趣旨旨  

本講座は、管理栄養士・栄養士をはじめ栄養関連業務に従事する方々のレベルアップと障

害学習に資するため、山形県立米沢栄養大学の教員や県内の専門家が講師となり毎年開催

されている。 

  

２２．．講講座座概概要要  

令和６年度診療報酬改定では、医療保険施設での栄養管理において GLIM 基準の使用が推

進されることになり、GLIM 基準に対する理解が求められるようになった。本講座では、栄

養スクリーニングから栄養診断までの傷病者に対する栄養状態の評価方法について、GLIM

基準の活用を中心に解説した。 

また、本講座は、公益社団法人山形県栄養士会の米沢・長井地域事業部研修会と本学のリ

カレント講座を兼ねての研修会とした。 

  

３３．．参参加加人人数数    

33 名  

 

内訳   

・管理栄養士   27 名  

・栄養士        ２名 

・学生          ３名 

・その他        １名 
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４４．．講講座座のの様様子子（（資資料料））  

  

  

  

  

  

  

  

  

５５．．講講座座のの内内容容  

（（１１））栄栄養養状状態態のの評評価価方方法法おおよよびび栄栄養養アアセセススメメンントトツツーールル  

 栄養評価とは、栄養状態と病態を把握して評価することであり、栄養評価の項目には、

身体計測、臨床検査、臨床症候、栄養摂取量がある。栄養アセスメントツールとは、栄養

アセスメントを網羅的に実施するための評価表であり、医療施設において活用頻度が高

いツールには、MNA-SF、MUST、NRS2002 があげられる。 

  

（（２２））低低栄栄養養診診断断ののアアププロローーチチ方方法法  

低栄養診断は、栄養スクリーニングによって栄養リスクがあると判定された患者に対

して実施する。栄養スクリーニングは、入院患者の中からある基準に該当する低栄養状態

（リスクがある場合も含む）の患者を見つけ出すことである。栄養スクリーニングは、栄

養スクリーニング法を用いて実施する MUST や MNA-SF などの栄養スクリーニングで、低

栄養リスクのある患者を抽出した後、GLIM 基準を使用して、低栄養診断（低栄養および

重症度の判定）を実施する。 

 

（（３３））GGLLIIMM 基基準準にによよるる低低栄栄養養診診断断  

GLIM 基準(global leadership initiative on malnutrition criteria）は、世界の主

要な臨床栄養学会が協力し､新しい成人の国際的な低栄養診断基準であり、従来の食物摂

取不足による低栄養に加え、医療施設における疾患関連性低栄養も考慮されている。GLIM

基準による低栄養診断は、低栄養診断のための評価を行い、低栄養を診断した後に、低栄

養の重症度を判定する。GLIM 基準の主要な役割は、低栄養の重症度判定になる。  

  

（（４４））栄栄養養モモニニタタリリンンググとと評評価価  

栄養モニタリングとは、栄養管理（栄養介入）を実施した後の経過を観察することであ

る。栄養評価は、栄養指標の各項目の推移を見ながら各項目を総合的に、改善、変化なし、

悪化を判定することであり、評価後に、必要に応じて栄養管理計画の見直しを実施する。 
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山山形形県県立立米米沢沢栄栄養養大大学学・・山山形形県県立立保保健健医医療療大大学学共共催催公公開開講講座座  

脳脳とと体体がが超超回回復復すするる地地元元食食材材とと運運動動 

 

加加 藤藤 守守 匡匡  

 

実施期間：令和６年 10 月５日（土）13:00～15:00 

開催形態：対面、オンライン 

担当教員：加藤守匡、地域連携・研究推進センター運営委員 

連携機関：山形県立保健医療大学 

 

１１．．開開催催のの趣趣旨旨とと概概要要  

令和６年度山形県立保健医療大学公開講座「考え

よう！健康と福祉」の第３回目は、本学との共催で

開催され、２講義のうち１講義を本学が担当した。 

本講座では、身体適応力を生かした健康への超回

復(supercompensation）を、地元食材と適切な運動

の観点から紹介した。 

 

２２．．参参加加人人数数  

 48 名 

（対面：24 名、オンライン 24 名） 

 

内訳（回答があった方のみ） 

・会社員・公務員・団体関係  18 名 

・学生            ５名 

・主夫・主婦         ４名 

・自営業・自由業       ３名 

・その他           ９名 

  

３３．．講講座座のの内内容容    

超回復は、外部刺激やトレーニング負荷と回復の相互作用に基づく。日々の身体活動や

運動トレーニングにより得られる心身の健康やスポーツパフォーマンスの向上は、繰り返

しの運動刺激による身体適応が効果的に作用した場合に獲得され、この過程に栄養や睡眠、

ストレス応答などは深く関与する。 

我々は脳及び認知機能の向上は、低強度運動で得られることを確認している（Neurosci 

Res.2008, Neuroimage.2010, Neurobiol Aging.2012, Neuroimage.2014, Neuroimage.2016, 
Sci Rep. 2017）。そして、約 270 名の地域在住高齢者を対象に実施した介入試験からも体
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力向上と共に認知機能の改善、前頭皮質領域萎縮抑制を確認している（Int J Geriatr 

Psychiatry. 2015）。このような知見及び介入試験結果を基に舟形町、河北町、米沢市など

で実践した運動介入の結果を示した。そして、2007 年から現在まで継続している米沢市南

原コミュニティーセンターでの運動教室についても紹介した。 

地元食材については、「ヒメウコギ」「モッテノホカ」「大豆発酵飲料」の自験データを紹

介した。ウコギはスポーツ分野において有名な食材であり、特にエゾウコギに関する知見

は多い。置賜地域では、ヒメウコギが古くから栽培されており、抗酸化及び血糖上昇抑制

作用が報告されている（山形県立米沢女子短期大学紀要. 2003）。私達は、ラットを用いた

運動負荷試験よりヒメウコギの抗疲労作用を明らかにするとともに（Nutrients.2013）、実

業団所属の持久系アスリートを対象とした研究からは抗ストレス作用を確認している(日

本スポーツ栄養学会第７回大会・シンポジウム 6.2021)。山形県特産の食用菊であるモッ

テノホカに関しては、神経モデルであるラット副腎髄質細胞(PC12)を用いた培養実験より

樹状突起の僅かな伸長作用を確認している。そして、マウスを用いた動物実験からはその

摂取による抗うつ作用を明らかにしている（日本の身土不二. 2019）。大豆発酵飲料に関し

ては、大豆を米麹で発酵させた場合、原料に比較し各種アミノ酸含有量が平均して 39.8 倍

の増加することをメタボローム分析から確認している。この飲料摂取と家庭での運動プロ

グラムを併用し、地域在住高齢者 21 名を対象に４ヶ月間の介入試験を実施した結果、認知

機能及び脚筋力、歩行スピードの改善を確認している(JPFSM.2020)。 

私達の日常生活は栄養や運動、睡眠など複合的に構成されている。各要素の単独効果も

重要であるが、今後もより楽しみながら継続的に実践することが出来る効果的な組み合わ

せの探求が必要と思われる。 
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